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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　静電潜像担持体と、
　前記静電潜像担持体上に静電潜像を形成する静電潜像形成手段と、
　非磁性トナーと磁性キャリアとを含む現像剤を担持する現像剤担持体と、
　供給回収領域を介して前記現像剤担持体に対向し且つ現像領域を介して前記静電潜像担
持体に非接触に対向するように配置され、前記供給回収領域において前記現像剤担持体か
ら供給されたトナーを担持するトナー担持体と、
　前記現像剤担持体と前記トナー担持体との間に、前記現像剤担持体と前記トナー担持体
との間でトナーの供給と回収を行うための第１の振動電界を形成し、前記トナー担持体と
前記静電潜像担持体との間に、前記トナー担持体から前記静電潜像担持体上の静電潜像画
像部へトナーを移動させるための第２の振動電界を形成する電界形成手段と、を備え、
　前記現像剤担持体と前記トナー担持体が、前記現像剤担持体と前記トナー担持体との対
向部において互いに反対方向に移動するように回転し、
　第１の振動電界は、平均的には前記現像剤担持体から前記トナー担持体へトナーを供給
する方向の振動電界である画像形成装置であって、
　前記トナー担持体上の単位面積当たりのトナー担持量（Ｍ／Ａ１）が４ｇ／ｍ２以下で
あり、且つ、
　前記静電潜像担持体の周速度Ｓｐに対する前記トナー担持体の周速度Ｓｄの比率Ｒｄ（
Ｓｄ／Ｓｐ）と、前記トナー担持量（Ｍ／Ａ１）との積（Ｒｄ×Ｍ／Ａ１）が４ｇ／ｍ２
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以上であることを特徴とする画像形成装置。
【請求項２】
　静電潜像担持体と、
　前記静電潜像担持体上に静電潜像を形成する静電潜像形成手段と、
　非磁性トナーと磁性キャリアとを含む現像剤を担持する現像剤担持体と、
　供給回収領域を介して前記現像剤担持体に対向し且つ現像領域を介して前記静電潜像担
持体に非接触に対向するように配置され、前記供給回収領域において前記現像剤担持体か
ら供給されたトナーを担持するトナー担持体と、
　前記現像剤担持体と前記トナー担持体との間に、前記現像剤担持体と前記トナー担持体
との間でトナーの供給と回収を行うための第１の振動電界を形成し、前記トナー担持体と
前記静電潜像担持体との間に、前記トナー担持体から前記静電潜像担持体上の静電潜像画
像部へトナーを移動させるための第２の振動電界を形成する電界形成手段と、を備え、
　前記現像剤担持体と前記トナー担持体が、前記現像剤担持体と前記トナー担持体との対
向部において互いに反対方向に移動するように回転し、
　第１の振動電界は、平均的には前記現像剤担持体から前記トナー担持体へトナーを供給
する方向の振動電界である画像形成装置であって、
　前記トナー担持体上の単位面積当たりのトナー担持量（Ｍ／Ａ１）が４．５ｇ／ｍ２以
下であり、且つ、
　第１の振動電界における前記トナー担持体の電位Ｖｄと前記現像剤担持体の電位Ｖｓと
の電位差（Ｖｄ－Ｖｓ）の平均値の絶対値｜ΔＶａｖｇ｜が２００ボルト以下であり、且
つ、
　前記静電潜像担持体の周速度Ｓｐに対する前記トナー担持体の周速度Ｓｄの比率Ｒｄ（
Ｓｄ／Ｓｐ）と、前記トナー担持量（Ｍ／Ａ１）との積（Ｒｄ×Ｍ／Ａ１）が４ｇ／ｍ２

以上であることを特徴とする画像形成装置。
【請求項３】
　静電潜像担持体と、
　前記静電潜像担持体上に静電潜像を形成する静電潜像形成手段と、
　非磁性トナーと磁性キャリアとを含む現像剤を担持する現像剤担持体と、
　供給回収領域を介して前記現像剤担持体に対向し且つ現像領域を介して前記静電潜像担
持体に非接触に対向するように配置され、前記供給回収領域において前記現像剤担持体か
ら供給されたトナーを担持するトナー担持体と、
　前記現像剤担持体と前記トナー担持体との間に、前記現像剤担持体と前記トナー担持体
との間でトナーの供給と回収を行うための第１の振動電界を形成し、前記トナー担持体と
前記静電潜像担持体との間に、前記トナー担持体から前記静電潜像担持体上の静電潜像画
像部へトナーを移動させるための第２の振動電界を形成する電界形成手段と、を備え、
　前記現像剤担持体と前記トナー担持体が、前記現像剤担持体と前記トナー担持体との対
向部において互いに反対方向に移動するように回転し、
　第１の振動電界は、平均的には前記現像剤担持体から前記トナー担持体へトナーを供給
する方向の振動電界である画像形成装置であって、
　前記トナー担持体上の単位面積当たりのトナー担持量（Ｍ／Ａ１）が４．５ｇ／ｍ２以
下であり、且つ、
　前記トナー担持体の周速度Ｓｄに対する前記現像剤担持体の周速度Ｓｓの比率Ｒｓ（Ｓ
ｓ／Ｓｄ）が１以上であり、且つ、
　前記静電潜像担持体の周速度Ｓｐに対する前記トナー担持体の周速度Ｓｄの比率Ｒｄ（
Ｓｄ／Ｓｐ）と、前記トナー担持量（Ｍ／Ａ１）との積（Ｒｄ×Ｍ／Ａ１）が４ｇ／ｍ２

以上であることを特徴とする画像形成装置。
【請求項４】
　前記周速度の比率Ｒｄ（Ｓｄ／Ｓｐ）が４以下であることを特徴とする請求項１～３の
いずれかに記載の画像形成装置。
【発明の詳細な説明】
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【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電子写真方式の画像形成装置、及びこの画像形成装置に使用される現像装置
に関する。
【背景技術】
【０００２】
　電子写真方式の画像形成装置に関して、ハイブリッド現像と呼ばれる現像方式を採用す
る技術が提案されている（特許文献１参照）。ハイブリッド現像を採用した画像形成装置
は、現像剤担持体（磁気ローラ）とトナー担持体（現像ローラ）とを備えた現像装置を有
する。現像剤担持体の外周面には、非磁性トナーと磁性キャリアとを含む２成分現像剤が
保持され、現像剤担持体に保持された現像剤からトナーだけが選択的にトナー担持体の外
周面に供給される。トナー担持体の外周面に保持されたトナーは、静電潜像担持体上の静
電潜像の顕在化（現像）に利用される。
【０００３】
　ハイブリッド現像では、現像剤担持体の外周面に保持された現像剤が、現像剤担持体の
周囲に形成される磁力線に沿って配置される。このような状態で現像剤担持体の周囲に配
置された現像剤は磁気ブラシと呼ばれる。現像剤担持体とトナー担持体との近接領域（供
給回収領域）では、磁気ブラシの先端がトナー担持体の外周面に接触し、磁気ブラシを構
成する現像剤のうちトナーだけが、現像剤担持体とトナー担持体との間に形成された電界
により、トナー担持体の外周面へ移動する。トナー担持体の外周面に保持されたトナーの
一部は、静電潜像担持体との近接領域（現像領域）において、トナー担持体と静電潜像担
持体との間に形成された電界により静電潜像担持体の静電潜像画像部へ移動し、これによ
り静電潜像が顕在化する。トナー担持体上の残りのトナーは、トナー担持体の回転により
供給回収領域に搬送されると、磁気ブラシの先端により機械的に掻き取られ、トナー担持
体の外周面から除去される。
【０００４】
　現像剤担持体とトナー担持体にはバイアスがそれぞれ印加され、これにより、現像剤担
持体とトナー担持体との間に供給回収電界が形成される。供給回収電界は振動電界からな
り、現像剤担持体とトナー担持体との間に、現像剤担持体上のトナーをトナー担持体へ供
給する方向の電界と、トナー担持体上のトナーを現像剤担持体へ回収する方向の電界とが
交互に形成される。トナー担持体へのトナー供給量を十分に確保するため、供給回収電界
は、平均的には現像剤担持体からトナー担持体へトナーを供給する方向に設定される。
【０００５】
　ハイブリッド現像は、トナーが受けるストレスが小さいこと、高品質の画像が得られる
こと、トナーの飛散が少ないことなどの利点を有する。しかし、ハイブリッド現像には、
画像メモリと呼ばれる現象が発生しやすい問題がある。画像メモリとは、印字画像の濃淡
が反転した画像（反転画像）が直後の画像領域に出現する現象をいう。例えば、白紙部と
ベタ部が混在してなる印字画像の画像メモリが、全面ハーフトーン濃度の画像領域（ハー
フトーン画像領域）に発生する場合、ハーフトーン画像領域において、元々ベタ部であっ
た部分の濃度よりも元々白紙部であった部分の濃度が高くなる。
【０００６】
　ハイブリッド現像を採用する場合に画像メモリが発生する理由としては、現像剤担持体
上の磁気ブラシによりトナー担持体上のトナーを十分に回収できず、トナー担持体上にお
けるトナー付着量のばらつきを解消できないことが考えられる。また、トナー担持体上の
トナーを十分に回収できない一因として、上述のように供給回収電界が平均的にトナーを
供給する方向の電界であることが考えられる。
【０００７】
　ハイブリッド現像方式においてトナー担持体からのトナー回収性能を高めるためには、
トナー担持体上のトナーを回収するための回収部材を現像剤担持体とは別に設けることが
考えられる。しかし、現像剤担持体とは別に回収部材を設けると、部品点数が増加し、装
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置の大型化を招く不具合が生じる。
【０００８】
　また、トナー担持体上のトナー担持量を少なくすることで、トナー担持体上のトナーを
磁気ブラシにより回収しやすくすることも考えられる。なお、トナー担持体上のトナー担
持量を調整する技術は、例えば特許文献２に開示されている。
【０００９】
【特許文献１】特開２００６－３０８６８７号公報
【特許文献２】特開２００６－３１７９８０号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　しかし、トナー担持体上のトナー担持量を少なくすると、トナー担持体から静電潜像担
持体上の静電潜像画像部へ十分な量のトナーを供給できないことがあり、この場合、所望
の画像濃度を得ることができなくなる。
【００１１】
　そこで、本発明は、ハイブリッド現像を採用する場合において、部品点数の増加と画像
濃度の低下を回避しつつ、画像メモリを確実に防止することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　上記課題を解決するため、本願の第１の発明に係る画像形成装置は、
　静電潜像担持体と、
　前記静電潜像担持体上に静電潜像を形成する静電潜像形成手段と、
　非磁性トナーと磁性キャリアとを含む現像剤を担持する現像剤担持体と、
　供給回収領域を介して前記現像剤担持体に対向し且つ現像領域を介して前記静電潜像担
持体に非接触に対向するように配置され、前記供給回収領域において前記現像剤担持体か
ら供給されたトナーを担持するトナー担持体と、
　前記現像剤担持体と前記トナー担持体との間に、前記現像剤担持体と前記トナー担持体
との間でトナーの供給と回収を行うための第１の振動電界を形成し、前記トナー担持体と
前記静電潜像担持体との間に、前記トナー担持体から前記静電潜像担持体上の静電潜像画
像部へトナーを移動させるための第２の振動電界を形成する電界形成手段と、を備え、
　前記現像剤担持体と前記トナー担持体が、前記現像剤担持体と前記トナー担持体との対
向部において互いに反対方向に移動するように回転し、
　第１の振動電界は、平均的には前記現像剤担持体から前記トナー担持体へトナーを供給
する方向の振動電界である画像形成装置であって、
　前記トナー担持体上の単位面積当たりのトナー担持量（Ｍ／Ａ１）が４ｇ／ｍ２以下で
あり、且つ、
　前記静電潜像担持体の周速度Ｓｐに対する前記トナー担持体の周速度Ｓｄの比率Ｒｄ（
Ｓｄ／Ｓｐ）と、前記トナー担持量（Ｍ／Ａ１）との積（Ｒｄ×Ｍ／Ａ１）が４ｇ／ｍ２

以上であることを特徴とする。
【００１３】
　本願の第２の発明に係る画像形成装置は、
　静電潜像担持体と、
　前記静電潜像担持体上に静電潜像を形成する静電潜像形成手段と、
　非磁性トナーと磁性キャリアとを含む現像剤を担持する現像剤担持体と、
　供給回収領域を介して前記現像剤担持体に対向し且つ現像領域を介して前記静電潜像担
持体に非接触に対向するように配置され、前記供給回収領域において前記現像剤担持体か
ら供給されたトナーを担持するトナー担持体と、
　前記現像剤担持体と前記トナー担持体との間に、前記現像剤担持体と前記トナー担持体
との間でトナーの供給と回収を行うための第１の振動電界を形成し、前記トナー担持体と
前記静電潜像担持体との間に、前記トナー担持体から前記静電潜像担持体上の静電潜像画



(5) JP 4670951 B2 2011.4.13

10

20

30

40

50

像部へトナーを移動させるための第２の振動電界を形成する電界形成手段と、を備え、
　前記現像剤担持体と前記トナー担持体が、前記現像剤担持体と前記トナー担持体との対
向部において互いに反対方向に移動するように回転し、
　第１の振動電界は、平均的には前記現像剤担持体から前記トナー担持体へトナーを供給
する方向の振動電界である画像形成装置であって、
　前記トナー担持体上の単位面積当たりのトナー担持量（Ｍ／Ａ１）が４．５ｇ／ｍ２以
下であり、且つ、
　第１の振動電界における前記トナー担持体の電位Ｖｄと前記現像剤担持体の電位Ｖｓと
の電位差（Ｖｄ－Ｖｓ）の平均値の絶対値｜ΔＶａｖｇ｜が２００ボルト以下であり、且
つ、
　前記静電潜像担持体の周速度Ｓｐに対する前記トナー担持体の周速度Ｓｄの比率Ｒｄ（
Ｓｄ／Ｓｐ）と、前記トナー担持量（Ｍ／Ａ１）との積（Ｒｄ×Ｍ／Ａ１）が４ｇ／ｍ２

以上であることを特徴とする。
【００１４】
　本願の第３の発明に係る画像形成装置は、
　静電潜像担持体と、
　前記静電潜像担持体上に静電潜像を形成する静電潜像形成手段と、
　非磁性トナーと磁性キャリアとを含む現像剤を担持する現像剤担持体と、
　供給回収領域を介して前記現像剤担持体に対向し且つ現像領域を介して前記静電潜像担
持体に非接触に対向するように配置され、前記供給回収領域において前記現像剤担持体か
ら供給されたトナーを担持するトナー担持体と、
　前記現像剤担持体と前記トナー担持体との間に、前記現像剤担持体と前記トナー担持体
との間でトナーの供給と回収を行うための第１の振動電界を形成し、前記トナー担持体と
前記静電潜像担持体との間に、前記トナー担持体から前記静電潜像担持体上の静電潜像画
像部へトナーを移動させるための第２の振動電界を形成する電界形成手段と、を備え、
　前記現像剤担持体と前記トナー担持体が、前記現像剤担持体と前記トナー担持体との対
向部において互いに反対方向に移動するように回転し、
　第１の振動電界は、平均的には前記現像剤担持体から前記トナー担持体へトナーを供給
する方向の振動電界である画像形成装置であって、
　前記トナー担持体上の単位面積当たりのトナー担持量（Ｍ／Ａ１）が４．５ｇ／ｍ２以
下であり、且つ、
　前記トナー担持体の周速度Ｓｄに対する前記現像剤担持体の周速度Ｓｓの比率Ｒｓ（Ｓ
ｓ／Ｓｄ）が１以上であり、且つ、
　前記静電潜像担持体の周速度Ｓｐに対する前記トナー担持体の周速度Ｓｄの比率Ｒｄ（
Ｓｄ／Ｓｐ）と、前記トナー担持量（Ｍ／Ａ１）との積（Ｒｄ×Ｍ／Ａ１）が４ｇ／ｍ２

以上であることを特徴とする。
【発明の効果】
【００１６】
　本願の第１の発明によれば、トナー担持体上の単位面積当たりのトナー担持量（Ｍ／Ａ
１）が４ｇ／ｍ２以下であるため、トナー担持体表面へのトナーの付着力を十分に低減で
きる。そのため、供給回収領域において、トナー担持体上のトナーを現像剤担持体上の磁
気ブラシにより十分に回収することができ、これにより画像メモリの発生を防止できる。
また、静電潜像担持体の周速度Ｓｐに対するトナー担持体の周速度Ｓｄの比率Ｒｄ（Ｓｄ
／Ｓｐ）と、トナー担持量（Ｍ／Ａ１）との積（Ｒｄ×Ｍ／Ａ１）が４ｇ／ｍ２以上であ
るため、トナー担持体から静電潜像担持体上の静電潜像画像部へ供給される単位時間当た
りのトナー量を十分に確保できる。そのため、上述のようにトナー担持量（Ｍ／Ａ１）が
４ｇ／ｍ２以下であっても、良好な画像濃度を得ることができる。
【００１７】
　本願の第２の発明によれば、トナー担持体上の単位面積当たりのトナー担持量（Ｍ／Ａ
１）が４．５ｇ／ｍ２以下であるため、トナー担持体表面へのトナーの付着力を効果的に
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低減できる。また、トナー担持体の電位Ｖｄと現像剤担持体の電位Ｖｓとの電位差（Ｖｄ
－Ｖｓ）の平均値の絶対値｜ΔＶａｖｇ｜が２００ボルト以下であるため、トナー担持体
上の比較的粒径が大きいトナーも、現像剤担持体上の磁気ブラシにより良好に回収するこ
とができる。これらのことから、画像メモリの発生を防止できる。さらに、第１の発明と
同様、静電潜像担持体の周速度Ｓｐに対するトナー担持体の周速度Ｓｄの比率Ｒｄ（Ｓｄ
／Ｓｐ）と、トナー担持量（Ｍ／Ａ１）との積（Ｒｄ×Ｍ／Ａ１）が４ｇ／ｍ２以上であ
るため、良好な画像濃度を得ることができる。
【００１８】
　本願の第３の発明によれば、トナー担持体上の単位面積当たりのトナー担持量（Ｍ／Ａ
１）が４．５ｇ／ｍ２以下であるため、トナー担持体表面へのトナーの付着力を効果的に
低減できる。また、トナー担持体の周速度Ｓｄに対する現像剤担持体の周速度Ｓｓの比率
Ｒｓ（Ｓｓ／Ｓｄ）が１以上であるため、現像剤担持体上の磁気ブラシがトナー担持体上
のトナーに接触する頻度が高められる。これらのことから、画像メモリの発生を防止でき
る。さらに、第１及び第２の発明と同様、静電潜像担持体の周速度Ｓｐに対するトナー担
持体の周速度Ｓｄの比率Ｒｄ（Ｓｄ／Ｓｐ）と、トナー担持量（Ｍ／Ａ１）との積（Ｒｄ
×Ｍ／Ａ１）が４ｇ／ｍ２以上であるため、良好な画像濃度を得ることができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１９】
　以下、添付図面を参照して本発明の好適な実施形態を説明する。なお、以下の説明では
、特定の方向を意味する用語（例えば、「上」、「下」、「左」、「右」、およびそれら
を含む他の用語、「時計回り方向」、「反時計回り方向」）を使用するが、それらの使用
は図面を参照した発明の理解を容易にするためであって、それらの用語の意味によって本
発明は限定的に解釈されるべきものでない。また、以下に説明する画像形成装置及び現像
装置では、同一又は類似の構成部分には同一の符号を用いている。
【００２０】
〔１．画像形成装置〕
　図１は、本発明に係る電子写真式画像形成装置の画像形成に関連する部分を示す。画像
形成装置は、複写機、プリンタ、ファクシミリ、およびそれらの機能を複合的に備えた複
合機のいずれであってもよい。画像形成装置１は、静電潜像坦持体である感光体１２を有
する。実施形態において、感光体１２は円筒体で構成されているが、本発明はそのような
形態に限定されるものでなく、代わりに無端ベルト式の感光体も使用可能である。感光体
１２は、図示しないモータに駆動連結されており、モータの駆動に基づいて矢印１４方向
に回転するようにしてある。感光体１２の周囲には、感光体１２の回転方向に沿って、帯
電ステーション１６、露光ステーション１８、現像ステーション２０、転写ステーション
２２、およびクリーニングステーション２４が配置されている。
【００２１】
　帯電ステーション１６は、感光体１２の外周面である感光体層を所定の電位に帯電する
帯電装置２６を備えている。実施形態では、帯電装置２６は円筒形状のローラとして表さ
れているが、これに代えて他の形態の帯電装置（例えば、回転型又は固定型のブラシ式帯
電装置、ワイヤ放電式帯電装置）も使用できる。露光ステーション１８は、感光体１２の
近傍又は感光体１２から離れた場所に配置された露光装置２８から出射された画像光３０
が、帯電された感光体１２の外周面に向けて進行するための通路３２を有する。露光ステ
ーション１８を通過した感光体１２の外周面には、画像光が投射されて電位の減衰した部
分とほぼ帯電電位を維持する部分からなる、静電潜像が形成される。実施形態では、電位
の減衰した部分が静電潜像画像部、ほぼ帯電電位を維持する部分が静電潜像非画像部であ
る。現像ステーション２０は、粉体現像剤を用いて静電潜像を可視像化する現像装置３４
を有する。現像装置３４の詳細は後に説明する。転写ステーション２２は、感光体１２の
外周面に形成された可視像を紙やフィルムなどのシート３８に転写する転写装置３６を有
する。実施形態では、転写装置３６は円筒形状のローラとして表されているが、他の形態
の転写装置（例えば、ワイヤ放電式転写装置）も使用できる。クリーニングステーション
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２４は、転写ステーション２２でシート３８に転写されることなく感光体１２の外周面に
残留する未転写トナーを感光体１２の外周面から回収するクリーニング装置４０を有する
。実施形態では、クリーニング装置４０は板状のブレードとして示されているが、代わり
に他の形態のクリーニング装置（例えば、回転型又は固定型のブラシ式クリーニング装置
）も使用できる。
【００２２】
　このような構成を備えた画像形成装置１の画像形成時、感光体１２はモータ（図示せず
）の駆動に基づいて時計周り方向に回転する。このとき、帯電ステーション１６を通過す
る感光体外周部分は、帯電装置２６で所定の電位に帯電される。帯電された感光体外周部
分は、露光ステーション１８で画像光３０が露光されて静電潜像が形成される。静電潜像
は、感光体１２の回転と共に現像ステーション２０に搬送され、そこで現像装置３４によ
って現像剤像として可視像化される。可視像化された現像剤像は、感光体１２の回転と共
に転写ステーション２２に搬送され、そこで転写装置３６によりシート３８に転写される
。現像剤像が転写されたシート３８は図示しない定着ステーションに搬送され、そこでシ
ート３８に現像剤像が固定される。転写ステーション２２を通過した感光体外周部分はク
リーニングステーション２４に搬送され、そこでシート３８に転写されることなく感光体
１２の外周面に残存する現像剤が回収される。
【００２３】
〔２．現像装置〕
　現像装置３４は、第１の成分粒子である非磁性トナーと第２の成分粒子である磁性キャ
リアを含む２成分現像剤と以下に説明する種々の部材を収容するハウジング４２を備えて
いる。図面を簡略化することで発明の理解を容易にするため、ハウジング４２の一部は削
除してある。
【００２４】
　ハウジング４２は感光体１２に向けて開放された開口部４４を備えている。開口部４４
の近傍に形成された空間４６には、トナー担持体である現像ローラ４８が設けてある。現
像ローラ４８は、円筒状の部材であり、感光体１２と平行に且つ感光体１２の外周面と所
定の現像ギャップ５０を介して、回転可能に配置されている。
【００２５】
　現像ローラ４８の背後には、別の空間５２が形成されている。空間５２には、現像剤担
持体である搬送ローラ５４が、現像ローラ４８と平行に且つ現像ローラ４８の外周面と所
定の供給回収ギャップ５６を介して配置されている。搬送ローラ５４は、磁石体５８と、
磁石体５８の周囲を回転可能に支持された円筒スリーブ６０を有する。スリーブ６０の上
方には、ハウジング４２に固定され、スリーブ６０の中心軸と平行に伸びる規制板６２が
、所定の規制ギャップ６４を介して対向配置されている。
【００２６】
　磁石体５８は、スリーブ６０の内面に対向し、搬送ローラ５４の中心軸方向に伸びる、
複数の磁極を有する。実施形態では、複数の磁極は、規制板６２の近傍にある搬送ローラ
５４の上部内周面部分に対向する磁極Ｓ１、供給回収ギャップ５６の近傍にある搬送ロー
ラ５４の左側内周面部分に対向する磁極Ｎ１、搬送ローラ５４の下部内周面部分に対向す
る磁極Ｓ２、搬送ローラ５４の右側内周面部分に対向する、２つの隣接する同極性の磁極
Ｎ２，Ｎ３を含む。
【００２７】
　搬送ローラ５４の背後には、現像剤攪拌室６６が形成されている。攪拌室６６は、搬送
ローラ５４の近傍に形成された前室６８と搬送ローラ５４から離れた後室７０を有する。
前室６８には図面の表面から裏面に向かって現像剤を攪拌しながら搬送する前攪拌搬送部
材である前スクリュー７２が回転可能に配置され、後室７０には図面の裏面から表面に向
かって現像剤を攪拌しながら搬送する後攪拌部材搬送部材である後スクリュー７４が回転
可能に配置されている。図示するように、前室６８と後室７０は、両者の間に設けた隔壁
７６で分離してもよい。この場合、前室６８と後室７０の両端近傍にある隔壁部分は除か
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れて連絡通路が形成されており、前室６８の下流側端部に到達した現像剤が連絡通路を介
して後室７０へ送り込まれ、また後室７０の下流側端部に到達した現像剤が連絡通路を介
して前室６８に送り込まれるようにしてある。
【００２８】
　このように構成された現像装置３４の動作を説明する。画像形成時、図示しないモータ
の駆動に基づいて、現像ローラ４８とスリーブ６０はそれぞれ矢印７８，８０方向に回転
する。すなわち、現像ローラ４８とスリーブ６０は、現像ローラ４８とスリーブ６０との
対向部において互いに反対方向（所謂カウンタ方向）に移動するように回転する。前スク
リュー７２は矢印８２方向に回転し、後スクリュー７４は矢印８４方向に回転する。これ
により、現像剤攪拌室６６に収容されている現像剤２は、前室６８と後室７０を循環搬送
されながら、攪拌される。その結果、現像剤に含まれるトナーとキャリアが摩擦接触し、
互いに逆の極性に帯電される。実施形態では、キャリアは正極性、トナーは負極性に帯電
されるものとする。キャリアはトナーに比べて相当大きいため、正極性に帯電したキャリ
アの周囲に、負極性に帯電したトナーが、主として両者の電気的な吸引力に基づいて付着
している。
【００２９】
　帯電された現像剤２は、前スクリュー７２によって前室６８を搬送される過程で搬送ロ
ーラ５４に供給される。前スクリュー７２から搬送ローラ５４に供給された現像剤２は、
磁極Ｎ３の近傍で、磁極Ｎ３の磁力によって、スリーブ６０の外周面に保持される。スリ
ーブ６０に保持された現像剤２は、磁石体５８によって形成された磁力線に沿って磁気ブ
ラシを構成しており、スリーブ６０の回転に基づいて反時計周り方向に搬送される。規制
板６２の対向領域（規制領域８６）で磁極Ｓ１に保持されている現像剤２は、規制板６２
により、規制ギャップ６４を通過する量が所定量に規制される。規制ギャップ６４を通過
した現像剤２は、磁極Ｎ１が対向する、現像ローラ４８と搬送ローラ５４が対向する領域
（供給回収領域）８８に搬送される。後に詳細に説明するように、供給回収領域８８のう
ち、主にスリーブ６０の回転方向に関して上流側の領域（供給領域）９０では、現像ロー
ラ４８とスリーブ６０との間に形成された電界の存在により、キャリアに付着しているト
ナーが現像ローラ４８に電気的に供給される。また、供給回収領域８８のうち、主にスリ
ーブ６０の回転方向に関して下流側の領域（回収領域）９２では、後に説明するように、
現像に寄与することなく供給回収領域８８に送り戻された現像ローラ４８上のトナーが、
磁極Ｎ１の磁力線に沿って形成されている磁気ブラシに掻き取られてスリーブ６０に回収
される。キャリアは磁石体５８の磁力によってスリーブ６０の外周面に保持されており、
スリーブ６０から現像ローラ４８に移動することはない。供給回収領域８８を通過した現
像剤２は、磁石体５８の磁力に保持され、スリーブ６０の回転と共に磁極Ｓ２の対向部を
通過して磁極Ｎ２とＮ３の対向領域（放出領域９４）に到達すると、磁極Ｎ２とＮ３によ
って形成される反発磁界によってスリーブ６０の外周面から前室６８に放出され、前室６
８を搬送されている現像剤２に混合される。
【００３０】
　供給領域９０で現像ローラ４８に保持されたトナーは、現像ローラ４８の回転と共に反
時計周り方向に搬送され、感光体１２と現像ローラ４８が対向する領域（現像領域）９６
で、感光体１２の外周面に形成されている静電潜像画像部に付着する。実施形態の画像形
成装置では、感光体１２の外周面は帯電装置２６で負極性の所定の電位ＶＨが付与され、
露光装置２８で画像光３０が投射された静電潜像画像部が所定の電位ＶＬまで減衰し、露
光装置２８で画像光３０が投射されていない静電潜像非画像部はほぼ帯電電位ＶＨを維持
している。したがって、現像領域９６では、感光体１２と現像ローラ４８との間に形成さ
れている電界の作用を受けて、負極性に帯電したトナーが静電潜像画像部に付着し、この
静電潜像を現像剤像として可視像化する。
【００３１】
　このようにして現像剤２からトナーが消費されると、消費された量に見合う量のトナー
が現像剤２に補給されることが好ましい。そのために、現像装置３４は、ハウジング４２
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に収容されているトナーとキャリアの混合比を測定する手段を備えている。また、後室７
０の上方にはトナー補給部９８が設けてある。トナー補給部９８は、トナーを収容するた
めの容器１００を有する。容器１００の底部には開口部１０２が形成されており、この開
口部１０２に補給ローラ１０４が配置されている。補給ローラ１０４は図示しないモータ
に駆動連結されており、トナーとキャリアの混合比を測定する手段の出力に基づいてモー
タが駆動し、トナーが後室７０に落下補給するようにしてある。
【００３２】
〔３．現像剤の材料〕
　トナー、キャリア、および現像剤に含まれる他の粒子の具体的な材料を説明する。
【００３３】
〔トナー〕
　トナーには、画像形成装置で従来から一般に使用されている公知のトナーを使用できる
。トナー粒径は、例えば約３～１５μｍであるが、好ましくは、８μｍ以下の小粒径トナ
ーが使用される。小粒径のトナーを使用すると、現像ローラ４８から感光体１２へのトナ
ーの移動が容易となり、良好な画像濃度を確保しやすくなる。バインダー樹脂中に着色剤
を含有させたトナー、荷電制御剤や離型剤を含有するトナー、表面に添加剤を保持するト
ナーも使用できる。
【００３４】
　トナーの飽和帯電量は４０μＣ／ｇ以下であることが好ましい。これにより、トナーの
帯電量が４０μＣ／ｇよりも大きくなることを回避できるため、トナーと現像ローラ４８
との静電的な付着力を低減でき、磁気ブラシによるトナー回収性能の向上を図ることがで
きる。
【００３５】
　トナーは、例えば、粉砕法、乳化重合法、懸濁重合法等の公知の方法で製造できる。
【００３６】
〔バインダー樹脂〕
　トナーに使用されるバインダー樹脂は、限定的ではないが、例えば、スチレン系樹脂（
スチレンまたはスチレン置換体を含む単重合体または共重合体）、ポリエステル樹脂、エ
ポキシ系樹脂、塩化ビニル樹脂、フェノール樹脂、ポリエチレン樹脂、ポリプロピレン樹
脂、ポリウレタン樹脂、シリコーン樹脂、またはそれらの樹脂を任意に混ぜ合わせたもの
である。バインダー樹脂は、軟化温度が約８０～１６０℃の範囲、ガラス転移点が約５０
～７５℃の範囲であることが好ましい。
【００３７】
〔着色剤〕
　着色剤は、公知の材料、例えば、カーボンブラック、アニリンブラック、活性炭、マグ
ネタイト、ベンジンイエロー、パーマネントイエロー、ナフトールイエロー、フタロシア
ニンブルー、ファーストスカイブルー、ウルトラマリンブルー、ローズベンガル、レーキ
ーレッド等を用いることができる。着色剤の添加量は、一般に、バインダー樹脂１００重
量部に対して、２～２０重量部であることが好ましい。
【００３８】
〔荷電制御剤〕
　荷電制御剤は、従来から荷電制御剤として知られている材料が使用できる。具体的に、
正極性に帯電するトナーには、例えばニグロシン系染料、４級アンモニウム塩系化合物、
トリフェニルメタン系化合物、イミダゾール系化合物、ポリアミン樹脂が荷電制御剤とし
て使用できる。負極性に帯電するトナーには、Ｃｒ、Ｃｏ、Ａｌ、Ｆｅ等の金属含有アゾ
系染料、サリチル酸金属化合物、アルキルサリチル酸金属化合物、カーリックスアレーン
化合物が荷電制御剤として使用できる。荷電制御剤は、バインダー樹脂１００重量部に対
して、０．１～１０重量部の割合で用いることが好ましい。
【００３９】
　離型剤は、従来から離型剤として使用されている公知のものを使用できる。離型剤の材
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料には、例えば、ポリエチレン、ポリプロピレン、カルナバワックス、サゾールワックス
、又はそれらを適宜組み合わせた混合物が用いられる。離型剤は、バインダー樹脂１００
重量部に対して、０．１～１０重量部の割合で用いることが好ましい。
【００４０】
〔その他の添加剤〕
　その他、現像剤の流動化を促進する流動化剤を添加してもよい。流動化剤には、例えば
、シリカ、酸化チタン、酸化アルミニウム等の無機微粒子や、アクリル樹脂、スチレン樹
脂、シリコーン樹脂、フッ素樹脂等の樹脂微粒子が使用できる。特にシランカップリング
剤、チタンカップリング剤、およびシリコーンオイル等で疎水化した材料を用いるのが好
ましい。流動化剤は、トナー１００重量部に対して、０．１～５重量部の割合で添加させ
ることが好ましい。これら添加剤の個数平均一次粒径は９～１００ｎｍであることが好ま
しい。
〔キャリア〕
　キャリアは、従来から一般に使用されている公知のキャリアを使用できる。バインダー
型キャリアやコート型キャリアのいずれを用いてもよい。キャリア粒径は、限定的ではな
いが、約１５～１００μｍが好ましい。
【００４１】
　バインダー型キャリアは、磁性体微粒子をバインダー樹脂中に分散させたものであり、
表面に正極性または負極性に帯電する微粒子又はコーティング層を有するものが使用でき
る。バインダー型キャリアの極性等の帯電特性は、バインダー樹脂の材質、帯電性微粒子
、表面コーティング層の種類によって制御できる。
【００４２】
　バインダー型キャリアに用いられるバインダー樹脂としては、ポリスチレン系樹脂に代
表されるビニル系樹脂、ポリエステル系樹脂、ナイロン系樹脂、ポリオレフィン系樹脂な
どの熱可塑性樹脂、フェノール樹脂等の硬化性樹脂が例示される。
【００４３】
　バインダー型キャリアの磁性体微粒子としては、マグネタイト、ガンマ酸化鉄等のスピ
ネルフェライト、鉄以外の金属（Ｍｎ、Ｎｉ、Ｍｇ、Ｃｕ等）を一種または二種以上含有
するスピネルフェライト、バリウムフェライト等のマグネトプランバイト型フェライト、
表面に酸化層を有する鉄や合金の粒子を用いることができる。キャリアの形状は、粒状、
球状、針状のいずれであってもよい。特に高磁化を要する場合には、鉄系の強磁性微粒子
を用いることが好ましい。化学的な安定性を考慮すると、マグネタイト、ガンマ酸化鉄を
含むスピネルフェライトやバリウムフェライト等のマグネトプランバイト型フェライトの
強磁性微粒子を用いることが好ましい。強磁性微粒子の種類及び含有量を適宜選択するこ
とにより、所望の磁化を有する磁性樹脂キャリアを得ることができる。磁性体微粒子は磁
性樹脂キャリア中に５０～９０重量％の量で添加することが適当である。
【００４４】
　バインダー型キャリアの表面コート材としては、シリコーン樹脂、アクリル樹脂、エポ
キシ樹脂、フッ素系樹脂等が用いられる。これらの樹脂をキャリア表面にコートし硬化さ
せてコート層を形成することにより、キャリアの電荷付与能力を向上できる。
【００４５】
　バインダー型キャリアの表面への帯電性微粒子あるいは導電性微粒子の固着は、例えば
、磁性樹脂キャリアと微粒子とを均一混合し、磁性樹脂キャリアの表面にこれら微粒子を
付着させた後、機械的・熱的な衝撃力を与えることにより微粒子を磁性樹脂キャリア中に
打ち込むことで行われる。この場合、微粒子は、磁性樹脂キャリア中に完全に埋設される
のではなく、その一部が磁性樹脂キャリア表面から突出するように固定される。帯電性微
粒子には、有機、無機の絶縁性材料が用いられる。具体的に、有機系の絶縁性材料として
は、ポリスチレン、スチレン系共重合物、アクリル樹脂、各種アクリル共重合物、ナイロ
ン、ポリエチレン、ポリプロピレン、フッ素樹脂およびこれらの架橋物などの有機絶縁性
微粒子がある。電荷付与能力および帯電極性は、帯電性微粒子の素材、重合触媒、表面処
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理等に調整できる。無機系の絶縁性材料としては、シリカ、二酸化チタン等の負極性に帯
電する無機微粒子や、チタン酸ストロンチウム、アルミナ等の正極性に帯電する無機微粒
子が用いられる。
【００４６】
　コート型キャリアは、磁性体からなるキャリアコア粒子を樹脂で被覆したキャリアであ
り、バインダー型キャリア同様に、キャリア表面に正極性または負極性に帯電する帯電性
微粒子を固着することができる。コート型キャリアの極性等の帯電特性は、表面コーティ
ング層の種類や帯電性微粒子の選択により調整できる。コーティング樹脂は、バインダー
型キャリアのバインダー樹脂と同様の樹脂が使用可能である。
【００４７】
　トナーとキャリアの混合比は所望のトナー帯電量が得られるよう調整されれば良く、ト
ナー比はトナーとキャリアとの合計量に対して３～５０重量％、好ましくは６～３０重量
％が適している。
【００４８】
〔荷電粒子〕
　キャリアの長寿命化を図るため、トナーとの摩擦接触によりトナーを正規の極性に帯電
する荷電粒子（インプラント粒子）を、第３の成分として２成分現像剤に添加するように
してもよい。荷電粒子が添加される場合、キャリアの表面に汚れ（スペント）が生じても
、スペントに荷電粒子が打ち込まれることで、長期に亘って安定したトナーの荷電性が得
られる。好適に使用される荷電粒子は、トナーの帯電極性に応じて適宜選択される。キャ
リアとの摩擦接触により負極性に帯電するトナーを用いる場合、荷電粒子は、トナーとの
接触により正極性に帯電する微粒子が用いられ、具体的には、例えばチタン酸ストロンチ
ウムが用いられる。
【００４９】
〔４．現像ローラの材料〕
　現像ローラ４８としては、例えば、表面処理が施されたアルミニウム等の金属材料から
なる導電性ローラが用いられる。また、現像ローラ４８として、樹脂またはゴム等のコー
ティング材料をアルミニウム等の導電性基体の外周面にコーティングしたものを使用して
もよい。この場合、コーティング材料としては、例えば、ポリエステル樹脂、ポリカーボ
ネート樹脂、アクリル樹脂、ポリエチレン樹脂、ポリプロピレン樹脂、ウレタン樹脂、ポ
リアミド樹脂、ポリイミド樹脂、ポリスルホン樹脂、ポリエーテルケトン樹脂、塩化ビニ
ル樹脂、酢酸ビニル樹脂、シリコーン樹脂もしくはフッ素樹脂等の樹脂、又は、シリコー
ンゴム、ウレタンゴム、ニトリルゴム、天然ゴムもしくはイソプレンゴム等のゴムが挙げ
られる。また、コーティング材料を使用する場合、電子導電剤またはイオン導電剤等の導
電剤をコーティング材料に添加してもよい。電子導電剤としては、例えば、ケッチェンブ
ラック、アセチレンブラック若しくはファーネスブラック等のカーボンブラック、金属粉
、又は金属酸化物の微粒子等が使用される。一方、イオン導電剤としては、例えば、四級
アンモニウム塩等のカチオン性化合物、両性化合物、又はその他のイオン性高分子材料が
使用される。
【００５０】
〔５．現像ローラのトナー担持量〕
　現像ローラ４８上の単位面積当たりのトナー担持量（Ｍ／Ａ１）は１ｇ／ｍ２以上であ
ることが好ましく、これにより、現像に必要な量のトナーを現像ローラ４８上に確保でき
る。また、現像ローラ４８上の単位面積当たりのトナー担持量（Ｍ／Ａ１）は４．５ｇ／
ｍ２以下であることが好ましく、４ｇ／ｍ２以下であることが望ましい。これにより、現
像ローラ４８の外周面に対するトナーの付着力を十分に低減できるため、現像ローラ４８
上のトナーを搬送ローラ５４上の磁気ブラシにより良好に掻き取ることができる。よって
、磁気ブラシによるトナー回収性能を高めることができ、画像メモリの発生を防止するこ
とができる。現像ローラ４８上の単位面積当たりのトナー担持量（Ｍ／Ａ１）は、後述の
電界形成装置１１０により現像ローラ４８と搬送ローラ５４との間の電界を変化させるこ
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とにより調整できる。
【００５１】
〔６．ローラの周速比〕
　感光体１２の周速度Ｓｐ、現像ローラ４８の周速度Ｓｄ、及び搬送ローラ５４（スリー
ブ６０）の周速度Ｓｓは、画像形成装置１の任意の位置に設けられた制御部１８２により
適切な大きさに制御される。
【００５２】
　感光体１２の周速度Ｓｐに対する現像ローラ４８の周速度Ｓｄの比率Ｒｄ（Ｓｄ／Ｓｐ
）は１以上であることが好ましく、これにより、現像に必要な量のトナーを現像ローラ４
８から感光体１２上の静電潜像画像部へ供給可能となる。また、周速比Ｒｄ（Ｓｄ／Ｓｐ
）は４以下であることが好ましく、これにより、現像ローラ４８が過剰に速く回転するこ
とを回避でき、現像ローラ４８の高速回転に伴う現像装置３４の発熱を防止できる。
【００５３】
　ところで、現像ローラ４８から感光体１２の静電潜像画像部へ供給される単位時間当た
りのトナー量は、周速比Ｒｄ（Ｓｄ／Ｓｐ）とトナー担持量（Ｍ／Ａ１）との積（Ｒｄ×
Ｍ／Ａ１）の影響を受ける。現像ローラ４８から感光体１２の静電潜像画像部へ十分な量
のトナーを供給するためには、積（Ｒｄ×Ｍ／Ａ１）が４ｇ／ｍ２以上であることが好ま
しく、これにより、良好な画像濃度を得ることができる。
【００５４】
　現像ローラ４８の周速度Ｓｄに対する搬送ローラ５４の周速度Ｓｓの比率Ｒｓ（Ｓｓ／
Ｓｄ）は１以上であることが好ましい。このように搬送ローラ５４の回転速度を大きくす
ることで、搬送ローラ５４上の磁気ブラシが現像ローラ４８上のトナーに接触する頻度を
高めることができ、磁気ブラシによるトナー回収性能を高めることができる。よって、こ
の場合、画像メモリの発生を一層確実に防止することができる。
【００５５】
〔７．電界形成手段〕
　トナーの帯電極性が負極性である場合の電界形成手段の具体例について説明する。
【００５６】
　搬送ローラ５４と現像ローラ４８との間に、トナーの供給と回収を行うための第１の電
界である供給回収電界を形成し、現像ローラ４８と感光体１２との間に、搬送ローラ５４
から感光体１２上の静電潜像画像部へトナーを移動させるための第２の電界である現像電
界を形成するために、現像ローラ４８と搬送ローラ５４は電界形成装置１１０と電気的に
接続されている。電界形成装置１１０の動作は制御部１８２により制御される。電界形成
装置１１０は、平均的には搬送ローラ５４から現像ローラ４８へトナーを供給する方向の
振動電界からなる供給回収電界を形成するように構成すればよい。具体的に、電界形成装
置１１０は例えば図２に示すように構成される。
【００５７】
　図２に示す構成において、電界形成装置１１０は、現像ローラ４８に接続された第１の
電源１１２と、搬送ローラ５４のスリーブ６０に接続された第２の電源１１４とを有する
。
【００５８】
　第１の電源１１２は、現像ローラ４８とグランド１１６との間に直流電源１１８と交流
電源１５４とを有する。直流電源１１８は、トナーの帯電極性と同一極性の直流電圧（例
えば－３５０ボルト）を現像ローラ４８に印加する。交流電源１５４は、現像ローラ４８
とグランド１１６との間に、振幅（ピーク・ツー・ピーク電圧）が例えば１，５００ボル
トであり周波数が例えば３ｋＨｚである交流電圧を印加する。すなわち、現像ローラ４８
には、交流電圧に直流電圧が重畳されてなるバイアスが印加され、現像ローラ４８の電位
Ｖｄは、感光体１２の静電潜像画像部の電位ＶＬよりも高電位の状態（例えば＋４００ボ
ルト）と、感光体１２の静電潜像画像部の電位ＶＬよりも低電位の状態（例えば－１１０
０ボルト）とが交互に繰り返されるように周期的に変化する（図３参照）。なお、静電潜
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像画像部の電位ＶＬは、例えば－１００ボルト以上－５０ボルト以下であることが好まし
く、より好適には例えば－６０ボルトである。
【００５９】
　第２の電源１１４は、搬送ローラ５４とグランド１１６との間に直流電源１２０と交流
電源１５６とを有する。直流電源１２０は、トナーの帯電極性と同一極性の直流電圧（例
えば－２００ボルト）を搬送ローラ５４に印加する。交流電源１５６は、搬送ローラ５４
とグランド１１６との間に、振幅（ピーク・ツー・ピーク電圧）が例えば１，０００ボル
トであり周波数が例えば３ｋＨｚである交流電圧を印加する。すなわち、搬送ローラ５４
には、交流電圧に直流電圧が重畳されてなるバイアスが印加され、搬送ローラ５４の電位
Ｖｓは、現像ローラ４８の電位よりも低い状態（例えば－７００ボルト）と、現像ローラ
４８の電位よりも高い状態（例えば＋３００ボルト）とが交互に繰り返されるように周期
的に変化する（図３参照）。
【００６０】
　図３に示すように、現像ローラ４８に印加される電圧Ｖｄと、搬送ローラ５４に印加さ
れる電圧Ｖｓとは、同一の周期（ａ＋ｂ）を有する。また、電圧Ｖｄの低電位側のデュー
ティ比と、電圧Ｖｓの高電位側のデューティ比とは、同一の大きさ（ａ／（ａ＋ｂ）×１
００）である。
【００６１】
　上述したように、現像ローラ４８上の単位面積当たりのトナー担持量（Ｍ／Ａ１）は、
供給回収電界を変化させることにより調整可能である。供給回収電界を変化させるために
は、現像ローラ４８に印加される電圧Ｖｄ、又は搬送ローラ５４に印加される電圧Ｖｓの
少なくとも一方を変化させればよい。ただし、電圧Ｖｄを変化させると現像に影響が及ぶ
ため、電圧Ｖｓを変化させることでトナー担持量（Ｍ／Ａ１）を調整することが好ましい
。具体的には、電圧Ｖｓの振幅（ピーク・ツー・ピーク電圧）及び／又は直流成分を変化
させることで、トナー担持量（Ｍ／Ａ１）を調整することが好ましい。
【００６２】
　供給回収電界は、現像ローラ４８に印加される電圧Ｖｄと搬送ローラ５４に印加される
電圧Ｖｓとの電位差（Ｖｄ－Ｖｓ）からなる。図４に示すように、電位差（Ｖｄ－Ｖｓ）
は、符号ａで示す期間においては所定の負の値Ｄ１（例えば－１４００ボルト）となり、
符号ｂで示す期間においては所定の正の値Ｄ２（例えば＋１１００ボルト）となる。これ
により、供給回収電界は、搬送ローラ５４から現像ローラ４８へトナーを供給する方向の
電界と、現像ローラ４８から搬送ローラ５４へトナーが回収される方向の電界とが交互に
繰り返されて構成される。電位差（Ｖｄ－Ｖｓ）の平均値ΔＶａｖｇは正の値（例えば＋
１００ボルト）である。これにより、供給回収電界は、平均的には搬送ローラ５４から現
像ローラ４８へトナーを供給する方向の振動電界となる。なお、平均値ΔＶａｖｇは下記
の（数式１）により算出される。
ΔＶａｖｇ＝（Ｄ２×ｂ－Ｄ１×ａ）／（ａ＋ｂ）・・・（数式１）
【００６３】
　上述したように供給回収電界は平均的には搬送ローラ５４から現像ローラ４８へトナー
を供給する方向の電界であるため、電位差（Ｖｄ－Ｖｓ）の平均値ΔＶａｖｇは０ボルト
以上である。また、現像ローラ４８から搬送ローラ５４へのトナーの回収量不足を回避す
るため、電位差の平均値ΔＶａｖｇは２００ボルト以下であることが好ましい。すなわち
、平均値ΔＶａｖｇは０ボルト以上２００ボルト以下であることが好ましい。よって、ト
ナーの帯電極性が正極性である場合も含めて考慮すると、本発明において、平均値の絶対
値｜ΔＶａｖｇ｜は２００ボルト以下であることが好ましい。この場合、現像ローラ４８
上の比較的粒径が大きいトナーも良好に回収することができるため、現像ローラ４８に担
持されるトナーの粒径に偏りが生じ難い。そのため、現像ローラ４８の外周面においてト
ナーの付着量にばらつきが生じ難く、画像メモリの発生を確実に防止することができる。
【００６４】
　以上、上述の実施形態を挙げて本発明を説明したが、本発明は上述の実施形態に限定さ
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れるものではない。
【００６５】
　例えば、電界形成装置１１０を構成する第１の電源１１２及び第２の電源１１４は、必
ずしも両者とも交流電源を含む必要がなく、第１の電源１１２又は第２の電源１１４の一
方を直流電源のみで構成するようにしてもよい。
【実施例】
【００６６】
　本発明の効果を確認するため、以下の試験を行った。
【００６７】
　試験では、実施例Ａ～実施例Ｉ及び比較例Ａ～比較例Ｉを設定し、各実施例及び比較例
について、画像メモリ、画像濃度、及び現像装置の発熱に関する評価を行った。
【００６８】
　各実施例及び比較例について、現像ローラ上の単位面積当たりのトナー担持量（Ｍ／Ａ
１）、感光体に対する現像ローラの周速比Ｒｄ、現像ローラに対する搬送ローラの周速比
Ｒｓ、及び、現像ローラと搬送ローラとの電位差（Ｖｄ－Ｖｓ）の平均値ΔＶａｖｇを表
１に示すように設定した。
【００６９】
　画像メモリの評価は、メモリ評価用チャート画像（ベタ部と白紙部の混在部分と、該混
在部分に続けて印字されるハーフトーン画像部分とからなる画像）を印字し、ハーフトー
ン画像部分に画像メモリが発生しているか否かを目視により確認することで行った。具体
的には、ハーフトーン画像部分において、混在部分のベタ部に対応する部分の濃度が他の
部分の濃度よりも低い場合に、画像メモリが発生していると判断した。表１において、画
像メモリの評価は、画像メモリの発生が全く確認されなかったものを「Ａ」、環境条件に
よっては軽微な画像メモリが確認されたものを「Ｂ」、はっきりと画像メモリが確認され
たものを「Ｃ」で表した。
【００７０】
　画像濃度の評価は、セロハンテープにより中間転写ベルト上のベタ画像を剥ぎ取り、セ
ロハンテープに付着したベタ画像の濃度をマクベス透過濃度計ＴＤ９０４（マクベス社製
）で検出し、検出された濃度が０．９０以上であるか否かを確認することで行った。表１
において、画像濃度の評価は、０．９０以上の画像濃度が得られたものを「Ａ」、０．９
０以上の画像濃度が得られなかったものを「Ｂ」で表した。
【００７１】
　現像装置の発熱の評価は、ベタ画像を１０００枚印字したときの現像装置近傍の雰囲気
温度を温度センサで検出し、雰囲気温度が１００度以上であるか否かを確認することで行
った。表１において、現像装置の発熱の評価は、発熱が確認されたものを「Ａ」、発熱が
確認されなかったものを「Ｂ」で表した。
【００７２】
　現像剤のトナーとしては、次の方法により製造されたトナーａまたはトナーｂを使用し
た。トナーａとトナーｂの帯電極性はいずれも負極性である。
【００７３】
　トナーａは、湿式造粒法により作成された体積平均粒径約６．５μｍのトナー母材１０
０重量部に対し、第１の疎水性シリカ０．２重量部と、第２の疎水性シリカ０．５重量部
と、疎水性酸化チタン０．５重量部とを外添処理することで製造した。外添処理は、三井
金属鉱山社製のヘンシェルミキサを４０ｍ／ｓの速度で３分間駆動させて前記材料を混合
することで行った。前記材料のうち、第１の疎水性シリカは、個数平均一次粒径１６ｎｍ
のシリカ（ＡＥＲＯＳＩＬ（登録商標）１３０：日本アエロジル社製）を疎水化剤として
のヘキサメチルジシラザン（ＨＭＤＳ）で表面処理したものである。また、第２の疎水性
シリカは、個数平均一次粒径２０ｎｍのシリカ（ＡＥＲＯＳＩＬ（登録商標）９０：日本
アエロジル社製）をＨＭＤＳで表面処理したものである。さらに、疎水性酸化チタンは、
個数平均一次粒径３０ｎｍのアナターゼ型酸化チタンを液中において疎水化剤としてのイ
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【００７４】
　トナーｂは、トナー母材として体積平均粒径約９μｍのものを使用する以外は、トナー
ａと同様に製造した。
【００７５】
　現像剤のキャリアとしては、コニカミノルタビジネステクノロジーズ社製のｂｉｚｈｕ
ｂ　Ｃ３５０用のキャリアを使用した。当該キャリアは、磁性体からなるキャリアコア粒
子にシリコーン樹脂がコーティングされてなるコート型キャリアであり、平均粒径が約３
３μｍである。
【００７６】
　現像剤中のトナー濃度は８％とした。ただし、比較例Ｇのみ、トナー濃度を６％とした
。なお、ここでいうトナー濃度とは、現像剤全量に占めるトナーと外添剤の合計量の割合
を指す。
【００７７】
　画像形成装置としては、コニカミノルタビジネステクノロジーズ社製のカラー複合機ｂ
ｉｚｈｕｂ　Ｃ３５０を改造したものを使用した。
【００７８】
　現像ローラとしては直径１６ｍｍのローラを使用し、搬送ローラとしては直径１８ｍｍ
のローラを使用した。現像ローラには、表面にアルマイト処理を施したアルミニウムロー
ラを使用した。搬送ローラと現像ローラの最近接部のギャップは０．３ｍｍとした。搬送
ローラと規制板との間隔は０．４ｍｍとし、これにより、搬送ローラ上の磁気ブラシが、
現像ローラの外周面に摺擦可能な高さを有するようにした。
【００７９】
　感光体の静電潜像非画像部の電位は－５５０Ｖ、感光体の静電潜像画像部の電位は－６
０Ｖとなるように設定した。感光体と現像ローラとの最近接部のギャップは０．１３５ｍ
ｍとした。感光体の周速度（プロセス速度）は３１０ｍｍ／ｓに設定した。
【００８０】
　現像ローラには電圧Ｖｄを印加し、搬送ローラには電圧Ｖｓを印加した（図３参照）。
電圧Ｖｄと電圧Ｖｓの周波数は互いに等しくなるように設定し、具体的な周波数は、実施
例または比較例毎に表２に示すように設定した。また、電圧Ｖｄと電圧Ｖｓのデューティ
比も互いに等しくなるように設定し、現像ローラから搬送ローラへトナーを回収する側（
回収側）のデューティ比を、表２に示すように設定した。
【００８１】
　電圧Ｖｄの振幅及び直流成分、並びに電圧Ｖｓの振幅及び直流成分は、実施例または比
較例毎に表２に示すように設定し、これにより、現像ローラ上のトナー担持量（Ｍ／Ａ１
）及び電位差（Ｖｄ－Ｖｓ）の平均値ΔＶａｖｇを表１に示す大きさとした。いずれの実
施例または比較例においても平均値ΔＶａｖｇは正の値となるように設定し、これにより
、現像ローラと搬送ローラとの間の供給回収電界が、平均的には搬送ローラから現像ロー
ラへトナーを供給する方向となるようにした。
【００８２】
　現像ローラと搬送ローラの周速度（回転数）は、実施例または比較例毎に表２に示すよ
うに設定し、これにより、感光体に対する現像ローラの周速比Ｒｄ、及び、現像ローラに
対する搬送ローラの周速比Ｒｓを表１に示す大きさとした。
【００８３】
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【表２】

【００８５】
　表１に示す評価結果について検討する。
【００８６】
　表１に示すように、現像ローラ上の単位面積当たりのトナー担持量（Ｍ／Ａ１）が５ｇ
／ｍ２である比較例Ｃでは画像メモリが発生したのに対して、トナー担持量（Ｍ／Ａ１）
が４．５ｇ／ｍ２以下である実施例Ａ～Ｉでは画像メモリが発生しなかった。このことか
ら、画像メモリを防止するためには、トナー担持量（Ｍ／Ａ１）が４．５ｇ／ｍ２以下で
あることが好ましいことを確認できた。
【００８７】
　また、感光体に対する現像ローラの周速比Ｒｄとトナー担持量（Ｍ／Ａ１）との積（Ｒ
ｄ×Ｍ／Ａ１）が３．７５ｇ／ｍ２である比較例Ａでは画像濃度が低かったのに対して、
積（Ｒｄ×Ｍ／Ａ１）が４ｇ／ｍ２以上である実施例Ａ～Ｉでは良好な画像濃度を得るこ
とができた。このことから、所望の画像濃度を得るためには、積（Ｒｄ×Ｍ／Ａ１）が４
ｇ／ｍ２以上であることが好ましいことを確認できた。
【００８８】
　さらに、感光体に対する現像ローラの周速比Ｒｄが５である比較例Ｂでは現像装置の発
熱が確認されたのに対して、周速比Ｒｄが４以下である実施例Ａ～Ｉでは現像装置の発熱
が確認されなかった。このことから、現像装置の発熱を防止するためには、周速比Ｒｄが
４以下であることが好ましいことを確認できた。
【００８９】
　さらにまた、現像ローラと搬送ローラとの電位差（Ｖｄ－Ｖｓ）の平均値ΔＶａｖｇが
２００ボルトよりも大きい比較例Ｄ、比較例Ｈおよび比較例Ｉでは、トナー担持量（Ｍ／
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Ａ１）が４．５ｇ／ｍ２以下であるにも拘わらず、画像メモリが発生した。これに対して
、電位差（Ｖｄ－Ｖｓ）の平均値ΔＶａｖｇが２００ボルト以下である実施例Ａ～Ｉでは
画像メモリが発生しなかった。このことから、画像メモリをより確実に防止するためには
、電位差（Ｖｄ－Ｖｓ）の平均値ΔＶａｖｇが２００ボルト以下であることが好ましいこ
とを確認できた。
【００９０】
　加えて、現像ローラに対する搬送ローラの周速比Ｒｓが０．５である比較例Ｆでは、ト
ナー担持量（Ｍ／Ａ１）が４．５ｇ／ｍ２以下であるにも拘わらず、環境条件によっては
軽微な画像メモリが発生した。これに対して、トナー担持量（Ｍ／Ａ１）と周速比Ｒｄと
が比較例Ｆと共通しており、周速比Ｒｓが１である点で比較例Ｆと相違する実施例Ｃでは
画像メモリが発生しなかった。このことから、より確実に画像メモリを防止するためには
、搬送ローラの周速比Ｒｓを１以上とすることで、搬送ローラ上の磁気ブラシが現像ロー
ラ上のトナーに接触する頻度を高めることが好ましいことを確認できた。なお、比較例Ｆ
と同様、比較例Ｂの周速比Ｒｓも０．５であるが、比較例Ｂでは周速比Ｒｄが大きく、現
像ローラ上のトナーと磁気ブラシとの接触頻度が高いため、画像メモリが発生しなかった
ものと考えられる。
【００９１】
　また、粒径が約９μｍであるトナーｂを使用した比較例Ｅでは、画像濃度が低かった。
これに対して、トナー担持量（Ｍ／Ａ１）と周速比Ｒｄと周速比Ｒｓとが比較例Ｅと共通
しており、トナーａ（粒径約６．５μｍ）を使用する点で比較例Ｅと相違する実施例Ａで
は良好な画像濃度を得ることができた。このことから、所望の画像濃度を得るためには、
粒径が８μｍ以下である小粒径トナーを使用することが好ましいことを確認できた。
【００９２】
　さらに、トナー濃度が６％である比較例Ｇでは、環境条件によっては軽微な画像メモリ
が発生した。これに対して、トナー担持量（Ｍ／Ａ１）と周速比Ｒｄと周速比Ｒｓとが比
較例Ｇと共通しており、トナー濃度が８％である点で比較例Ｇと相違する実施例Ｄでは、
画像メモリが発生しなかった。画像メモリの評価後、実施例Ｄと比較例Ｇについて現像装
置内のトナー帯電量を確認したところ、実施例Ｄのトナー帯電量が３５μＣ／ｇであり、
比較例Ｇのトナー帯電量が５０μＣ／ｇであった。このことから、画像メモリをより確実
に防止するためには、トナー帯電量の上昇を防ぐことで、現像ローラの外周面へのトナー
の付着力を低減し、トナー回収性能を高めることが有効であると考えられる。よって、画
像メモリを確実に防止するためには、トナーの飽和帯電量を４０μＣ／ｇ以下に設定する
ことが好ましいことを確認できた。
【図面の簡単な説明】
【００９３】
【図１】本発明に係る画像形成装置の概略構成と本発明に係る現像装置の断面を示す図。
【図２】電界形成装置の構成の一例を示す図。
【図３】現像ローラと搬送ローラに印加される各電圧の波形を示すグラフ。
【図４】供給回収電界の波形を示すグラフ。
【符号の説明】
【００９４】
１：画像形成装置、１２：感光体、１６：帯電ステーション、１８：露光ステーション、
２０：現像ステーション、２２：転写ステーション、２４：クリーニングステーション、
２６：帯電装置、２８：露光装置、３０：画像光、３２：通路、３４：現像装置、３６：
転写装置、３８：シート、４０：クリーニング装置、４２：ハウジング、４４：開口部、
４８：現像ローラ、５０：現像ギャップ、５４：搬送ローラ、５６：供給回収ギャップ、
５８：磁石体、６０：スリーブ、６３：規制板、６４：規制ギャップ、６６：現像剤攪拌
室、６８：前室、７０：後室、７２：前スクリュー、７４：後スクリュー、７６：隔壁、
８６：規制領域、８８：供給回収領域、９０：供給領域、９２：回収領域、９４：放出領
域、９６：現像領域、９８：トナー補給部、１００：容器、１０２：開口部、１０４：補
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